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はじめに
「就労継続支援B型事業」は、事業所での必要な支援を受けなが
ら福祉就労を行っていただくことで、作業を通じて仕事をする
上での基本的な技術やマナーを身につけていただく事だけでな
く、仕事における自身の役割意識ややりがいを感じてもらい、
他の利用者さんとの関係性を構築していき、日中活動の充実を
はかっていく事業です。そして、工賃をお支払いすることで利
用者さんの生活面や将来設計の充実にもつなげておくことがこ
の支援事業の大きな目標であります。

青葉仁会 デリカテッセンイーハトーヴ
勤続8年女性職員



１.今後にみる日本の
社会保障の状況

第四次安倍内閣
全世代型社会保障検討会議

「子供たちからお年寄りまで、全ての
世代が安心できる令和の時代の新しい
社会保障制度」



～ １.今後にみる日本の社会保障の状況

①消費税10パーセント（令和元年１０月１日）

 社会保障・税一体改革が一旦終了
 増税分は待機児童・幼稚教育無償化
に充当中



～ １.今後にみる日本の社会保障の状況

②全世代型社会保障の背景

2017年 2.1人の現役世代で高齢者１人を支える
2025年 団塊世代75歳以上 年金・医療・介護改革
2040年 団塊ジュニア 人口比65歳以上が最多

1.5人の現役世代で高齢者1人を支える

・高齢者対策中心では若者に社会保障の恩恵感がない
・支え手である現役世代の負担軽減と社会保障の恩恵感
・生産年齢を75歳まで引き上げによる、支え手への転換



～ １.今後にみる日本の社会保障の状況

③障がい者福祉を社会保障に
どう位置付けていくか

「支えられる側」から「支える側」へ

地域の担い手として
障がい者の活躍可能な社会保障制度



２.就労支援B型事業の経緯

① 1958年（昭和33年）身体障害者入所
授産施設施行

② 2005年社会保障審議会において授産
施設制度消失
自立支援法成立直前に授産からB型事
業名で制度化

③ 2012年自立支援法改正案、B型をデイ
アクティヴィティセンターへの改正論
に於いて一週間前、何とか残存する



３.就労支援B型の状況

① 現在施設数 11,750ヶ所
現在利用者数 263,000人

② B型年間予算 約3,334億円
③ 平均工賃額 16,118円（2018年度実績）

④ 障がい者授産施設設立当時と、現在の
B型の差に対する効果疑問
1958年 月額報酬2,010円 支給工賃6,370円
2018年 月額報酬 約150,000円弱（加算込み）
（全国平均 工賃16,118円、利用定員40名計算）



～ ３.就労支援B型の状況

 B型廃止論の主な理由は多額の予算に対す
る効果への疑問

廃止の３低要因（低い工賃・低生活自立
率・低就職率）

国の税支出率は、介護25％に対し障がい
福祉は50％

潜在するB型廃止論



４.就労支援B型の意義

① 基本方針 第百九十八条
【B型の利用者が自立生活や社会生活を営む
ことが出来るよう、就労の機会を提供する
とともに、生活活動、その他の活動の機会
の提供を通じて知識や能力の向上の為、適
切かつ効果的に行うこと】

② 運営に関する基準、第二百一条
【利用者が自立した日常生活を営むことを
支援する為、工賃の水準を高めるよう、努
めなければならない】



～４.就労支援B型の意義

③ 就労支援における３つの成長・発達

１,労働の目的性
ア、労働に対する能力の向上
・目的への見通し、生産進捗状況の判断と調整
・仕上がり度の許容調整と判断

イ、改善と工夫による技術の向上
・仕事のやり方の改善
・道具などの工夫



～ ４.就労支援B型の意義

２,社会性の向上
ア、人から喜ばれる、社会から必要とされること
による生産意識の向上
社会での役割と生きがい

イ、納期や市場に合わせた社会的ルールの習得
ウ、お客様への接遇による社会的マナーの習得



～ ４.就労支援B型の意義

３,協働による仲間の形成
ア、業務の遂行使命による協調性
イ、力を合わせることでの同感性
ウ、生産を上げる集団性

就労支援B型の求められる制度的な整合性は
ア、年金プラスで最賃法の保証による自立生活
イ、B型からA型や雇用へのステップ アップ
ウ、就労・生活活動による知識や能力の向上
エ、生活介護から雇用まで必要に応じて利用できる

シームレスな制度の中核としてのB型



５、就労B型を農福連携による
持続可能な地域の担い手に

① A型は雇用前提で既に生産性の条件で成立している
② B型の就労保証は基本条件が未確立で進展の余地
③ 農業就労は幅が広く多様な障害のB型利用者に適応
④ 内閣の閣議決定であり各省庁が横断的に取り組む
⑤ 農福JAS、農福ジョブコーチなど新たな制度が創出
⑥ 制度改正により社会福祉法人の農地取得が可能に
⑦ 厚労省の基本指針による農福連携の取り組みを推進
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